
（ 3） 労働保険事務組合に対する報奨金の交付額の算定に当たり、労働保険料の収納率を高
く維持するという交付目的に照らして、確定保険料が生じていない対象事業主を算定
の対象に含めないこととすることにより、報奨金の交付額の算定が適切に行われるよ
う改善させたもの

会計名及び科目 労働保険特別会計（徴収勘定）（項）業務取扱費
部 局 等 厚生労働本省、26労働局
報奨金の概要 労働保険事務の適正な遂行の労に報い、もって労働保険料の収納率を

高く維持するために、労働保険料の納付状況が著しく良好な労働保険
事務組合に対して、報奨金を交付することにより労働保険の適正な申
告・納付を助長・奨励するもの

報奨金の交付を
受けた労働保険
事務組合数及び
報奨金の交付額

47労働局 9,090労働保険事務組合 193億 8286万余円
（令和 2、 3両年度）

上記のうち確定
保険料が生じて
いない対象事業
主を報奨金の交
付額の算定の対
象に含めていた
労働保険事務組
合数及びこれに
係る報奨金の交
付額

26労働局 1,499労働保険事務組合 6527万円
（令和 2、 3両年度）

1 報奨金制度の概要
⑴ 報奨金の交付目的等
厚生労働省は、労働者災害補償保険（以下「労災保険」という。）及び雇用保険（以下、両保
険を合わせて「労働保険」という。）を管掌しており、労働保険の保険料の徴収等に関する法
律（昭和 44年法律第 84号。以下「徴収法」という。）等の規定に基づき、労働保険事務組合制
度を設けている。労働保険事務組合（以下「事務組合」という。）は、既存の事業主の団体等
がその構成員等である中小事業主から委託を受けて、労働保険に係る事務（以下「労働保険
事務」という。）を処理するものである。
そして、厚生労働省は、「失業保険法及び労働者災害補償保険法の一部を改正する法律
及び労働保険の保険料の徴収等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法
律」（昭和 44年法律第 85号）の規定に基づき、事務組合に対して、労働保険料に係る報奨金
（以下「報奨金」という。）を交付している。労働保険事務組合報奨金交付要領（令和 2年基発

0706第 3号。以下「交付要領」という。）によれば、報奨金の交付目的は、事務組合の労働保
険事務の適正な遂行の労に報い、もって労働保険料の収納率を高く維持することとされて
いる。
⑵ 報奨金の交付額の算定方法等
「労働保険事務組合に対する報奨金に関する政令」（昭和 48年政令第 195号）、交付要領等
によれば、報奨金の交付要件は、事務組合に労働保険事務を委託した事業主のうち常時
15人以下の労働者を使用する事業主（以下「対象事業主」という。）が納付すべき前年度の確
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定保険料
（注 1）

等の合計額のうち 100分の 95以上の額が納付されていることなどとされている
（以下、前年度の確定保険料等の合計額と納付された額との比率を「収納率」という。）。
（注 1） 確定保険料 労働保険料には、労働者に支払う賃金総額の見込額等に基づき算定した

概算保険料と、実際に支払った賃金総額等に基づき算定した確定保険料とがあり、

報奨金の交付要件には確定保険料を用いることとされている。

そして、報奨金の交付額は、①対象事業主の確定保険料のうち実際に納付された額の合
計額に 100分の 2.0を乗じて得た額（定率分）と、②対象事業主の区分に応じて定められた
単価（以下「定額分単価」という。）にそれぞれ該当する対象事業主数を乗じて得た額（定額
分）との合計額（ただし、1000万円を上限とする。）とされている（次式参照）。

対象事業主の確定保険料
のうち実際に納付された
額の合計額

定額分単価　×　対象事業主数

②定額分①定率分

交
付
額

× ＋ ＝100　分の　2.0
(単価の区分別にそれぞれ算定して合計)

（注） 対象事業主数が 1,000を超える事務組合に対しては、定額分のうち 1,000を超える対象事

業主数に係る報奨金は交付しないこととなっている。

上記②のうち定額分単価については、表のとおり、前年度の対象事業主が常時使用する
労働者数（以下「常時使用労働者数」という。）及び労働保険の保険関係の成立状況に応じて
3,100円から 12,400円までと定められている。

表 対象事業主の区分と定額分単価 （単位：円）

常時使用労働者数
労働保険の保険関係の成立状況

両保険加入 注⑴ 片保険加入 注⑵

5人未満 12,400 6,200

5人以上 15人以下 6,200 3,100

注⑴ 労災保険及び雇用保険の両方の保険関係が成立している対象
事業主が適用となる。

注⑵ 雇用保険加入の所定の要件を満たす労働者がいないため雇用
保険の保険関係が成立せず、労災保険の保険関係のみが成立し
ているなど、労災保険又は雇用保険の保険関係のいずれか一方
のみが成立している対象事業主が適用となる。

また、建設の事業等については、労災保険と雇用保険との間で適用される労働者の範囲
が異なるため、徴収法等における特例的な取扱いとして、一つの事業主であっても労災保
険と雇用保険の保険関係ごとに別個の事業主とみなして取り扱うこととなっている。そし
て、この場合、定額分の算定に当たっては、労災保険と雇用保険の保険関係ごとに片保険
加入の単価を乗ずることとなっている。
報奨金の交付を受けようとする事務組合は、所定の期日までに労働保険事務組合報奨金
交付申請書（以下「交付申請書」という。）等を都道府県労働局（以下「労働局」という。）に提出
することとなっている。そして、交付申請書等の提出を受けた労働局は、交付申請書等の
内容の審査を行い、その結果に基づき報奨金の交付額を決定して、事務組合に対して当該
交付額を交付することとなっている。
⑶ 確定保険料が生じない事業主
報奨金の交付額の算定の基礎となる確定保険料は、徴収法等に基づき、事業主において
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前年度に労働者に実際に支払うなどした賃金総額に所定の保険料率を乗じて算定すること
となっている。したがって、前年度に使用する労働者の全てが休職するなどして、事業主
において賃金の支払が生じず確定保険料が生じないことがある。
また、徴収法等によれば、労災保険の保険関係について、建設の事業が数次の請負に
よって行われる場合には、その事業を一つの事業とみなして、元請負人のみを当該事業の
事業主とすることとされている。このため、保険料の算定対象期間に下請負のみを実施し
て、労災保険分の保険料を納付する事業主とならず労災保険分の確定保険料が生じないこ
とがある。

2 検査の結果
（検査の観点、着眼点、対象及び方法）

本院は、合規性、経済性等の観点から、報奨金の交付額が事務組合における労働保険料の
収納率を高く維持するという報奨金の交付目的に照らして適切に算定されているかなどに着
眼して、令和 2、 3両年度に 47労働局が計 9,090事務組合（両年度の純計。以下、事務組合
数の両年度計について同じ。）に対して交付した報奨金の交付額計 193億 8286万余円を対象
として検査した。
検査に当たっては、厚生労働本省及び 15労働局

（注 2）
において会計実地検査を実施するととも

に、これらの会計実地検査を実施した 15労働局を含む 47労働局から、交付申請書等の関係
書類の提出を受けるなどして、その内容を確認するなどの方法により検査した。
（注 2） 15労働局 北海道、青森、群馬、千葉、東京、神奈川、福井、三重、大阪、和歌山、

香川、福岡、長崎、大分、沖縄各労働局

（検査の結果）

検査したところ、計 26労働局
（注 3）
（ 2年度 26労働局、 3年度 22労働局。合計は純計）におい

て、労災保険と雇用保険の保険関係ごとに別個の事業とみなして取り扱う建設の事業を営む
対象事業主等のうち、労災保険分の保険料の算定対象期間中に実施した建設の事業の全てが
下請負であるなどしていたため確定保険料が生じていない 2年度計 5,562対象事業主及び 3

年度計 5,574対象事業主を、定額分の算定対象に含めて報奨金の交付額を算定していた事務
組合が計 1,499事務組合（ 2年度 1,200事務組合、 3年度 1,224事務組合）見受けられた。
（注 3） 26労働局 北海道、青森、岩手、秋田、山形、群馬、千葉、東京、神奈川、山梨、愛

知、三重、大阪、奈良、和歌山、鳥取、山口、徳島、愛媛、高知、福岡、長崎、熊

本、大分、宮崎、沖縄各労働局

これに対して、厚生労働本省は、上記のように確定保険料が生じていない対象事業主を定
額分の算定対象に含めるかどうかについて、労働局に統一的に示していなかった。
しかし、上記の対象事業主については、納付すべき確定保険料がないことから、事務組合
における労働保険料の収納率の維持に影響を及ぼすことはない。
したがって、事務組合における労働保険料の収納率を高く維持することとする報奨金の交
付目的に照らすと、前記の確定保険料が生じていない対象事業主（これに係る報奨金の交付
額 2年度 3260万余円、 3年度 3266万余円、計 6527万余円）を、報奨金の交付額の算定の対
象に含めていたことは適切ではないと認められた。
このように、報奨金の交付目的が労働保険料の収納率を高く維持することとなっているの
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に、収納率に影響のない確定保険料が生じていない対象事業主を定額分の算定対象に含めて
報奨金を算定して交付していた事態は適切ではなく、改善の必要があると認められた。
（発生原因）

このような事態が生じていたのは、厚生労働本省において、報奨金の交付目的に照らし
て、適切な交付額の算定方法を定めることの必要性についての理解が十分でなかったことな
どによると認められた。

3 当局が講じた改善の処置
上記についての本院の指摘に基づき、厚生労働本省において、報奨金が交付目的に照らし
て適切に交付されるよう、 5 年 7 月に交付要領の改正を行い、報奨金の交付額の算定に当

たっては、確定保険料が生じていない対象事業主を定額分の算定対象に含めずに算定するこ
とを定めて労働局に周知するとともに、同年 10 月までに、これに基づき算定することにつ

いて労働局を通じて事務組合に対して周知する処置を講じた。
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